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公社分収造林契約地に係る所有権等の移転に関する事務取扱要領

令和３年１０月１２日

(公社)島根県林業公社

第１ 趣 旨

島根県林業公社（以下「公社」という）の分収造林契約書（以下「契約書」という。）では、

「持ち分の処分等」及び「相続があった場合の処置」、「住所または身分の変動等があった場合

の処置」について、それぞれ契約書第 28条～第 30条に定めているが、必ずしもこの規定に基づ
いた手続きが行われていない。

このことから、分収造林契約地（以下「契約地」という。）における所有権の移転・相続及び

造林地所有者の住所変更（以下「所有権等の移転」という。）について、実態に即した適切な対

応と事務処理を行うことによって契約情報の適正管理を図るため、以下のとおり手続きの方法を

定める。

第２ 所有権等の移転区分

（１）所有権の移転（売買、譲渡）

造林地の所有権が売買等により第三者に譲渡される、又は、譲渡された場合。

（２）所有権の相続

造林地の所有権が相続された場合。

（３）所有者の住所変更

造林地所有者の住所が転居等により変更された場合。

第３ 所有権等の移転届

第２の各区分により所有権等の移転があった造林地所有者は、次の書類を造林者である該当市

町長（以下「造林者」という）に提出する。

（１）所有権移転届に必要な書類

①分収造林契約「所有権移転届」（様式１号）

②権利義務の承継に関する承諾書（様式２号）

③土地登記簿謄本(登記事項証明書)の写

④印鑑証明書

（２）相続届に必要な書類

１）相続登記済みの場合

①分収造林契約「相続届」（様式３号）

②土地登記簿謄本(登記事項証明書)の写

２）相続未登記の場合 ＊②③については、いずれか一方の書類）

①分収造林契約「相続届」（様式３号）

②相続人を証する書面(課税通知書など)

③共同相続人の代表者に対する委任状(様式３号の２)及び各人の印鑑証明書

但し、相続の事実について相続人からの電話連絡等によって「造林者」又は「公社」に報

告がなされ、相続登記が行われていることを登記簿情報等によって確認することが出来た場

合には、相続届が提出されたものと見なすことができる。

また、連絡を受けた「造林者」又は「公社」は電話録取記録等を作成の上、第４及び第５

の規定を準用し互いに報告するものとする。
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（３）住所変更届に必要な書類

①分収造林契約「住所変更届」（様式４号）

②新住所を確認できる書類等(住民票・免許証のコピー等)

第４ 所有権移転等の確認

造林者は、所有権等の移転届が提出された際には、その内容を確認した上で、公益社団法人島

根県林業公社理事長（以下「理事長」という）に報告する。

・所有権等の移転確認報告 様式５号

第５ 報告書の受理通知

理事長は、造林者から第４の確認報告があった際には、分収造林契約書(別紙)「土地の表示」

を修正し必要に応じて関係者に通知する。

但し、第３（３）の「住所変更届」に係る確認報告を除く。

（１）第３（１）に係る所有権移転届の場合

次の書類により、「所有権が移転され第三者が契約上の権利義務を承継」した旨を全ての

契約当事者に通知する。

①届出者への通知

・受理通知書（様式６号の１）

・分収造林契約書(別紙)「１．土地の表示」

②届出者以外の造林地所有者への通知

・受理通知書（様式６号の２）

・分収造林契約書(別紙)「１．土地の表示」

③造林者への通知

・受理通知書（様式６号の３）

・分収造林契約書(別紙)「１．土地の表示」

（２）第３（２）に係る相続届の場合

次の書類により、「相続届を受理」した旨を届出者及び造林者に通知する。また、第３（２）

の「但し書き」の場合においても同様の手続きを行うものとする。

①届出者への通知

・受理通知書（様式６号の１）

・分収造林契約書(別紙)「１．土地の表示」

②造林者への通知

・受理通知書（様式６号の３）

・分収造林契約書(別紙)「１．土地の表示」

第６ 関係書類の保管

理事長は所有権等の移転届及び受理通知書（写）を分収造林契約書に併せて保管する。

第７ 変更契約及び地上権の延長登記

（１）分収造林契約の変更

届出の内容により、分収造林契約の変更手続きが必要と判断される場合には、本事務処理に

併せて、変更契約書の作成手続きを行う。
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（２）地上権の延長登記

届出の内容により、地上権存続期間の延長登記が必要と判断される場合には、本事務処理に

併せて、登記申請に必要な書類作成の手続きを行う。

第８ その他

本要領の制定により、「公社造林地譲渡申請事務取扱要領」（一部改正 平成 26年 1月 28日）
は、廃止する。

・一部改正 令和３年１２月９日


